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Abstract 

Reducing the quantity of food-waste have been carried out to construct the "recycling-based 

society". Generation of the manure by composting is one of the methods for these. The unripened 

compost may be the cause of growth inhibition. This study examined a simplified method for measuring 

indicators of composting, and applied this method to the kitchen garbage compost to investigate the time 

variation of concentration of nitrate and so on. As a result, 1) a leaching test in the conditions of 

solid-liquid ratio (1:50) and shaking time (2 minutes) could be applied as a simplified method. 2) Nitrate 

ion was detected regardless of the pH value of the eluate. 3) Nitrite ion also detected when the pH value 

of eluate was less than 9. 4) Ammonium gas in the atomosphere of the kitchen garbage compost was not 

detected when the pH value of eluate was less than 8. 
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Ⅰ はじめに 

高度な経済成長の結果、廃棄物の発生量の増大お

よび廃棄物処理施設の立地の困難性，不法投棄の増

大などが社会問題として顕在化してきた。そのため、大

量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社会から脱し、

生産から処分に至るまでの物質の効率的な利用やリサ

イクルを促進することが求められるようになった。社会が

持続的に発展するためには、環境への負荷が少ない

資源循環型社会の形成が課題となってきたことから、

「循環型社会形成推進基本法」が 2000 年に制定され、

それと前後して 5 つのリサイクル関連法が成立した。 

そのうち、食品循環資源の再生利用等の促進に関

する法律  (2001 年  5 月完全施行)では、国内で年間に

約 2,270 万トン発生している[1]と推定されている食品廃

棄物について発生抑制と減量化により最終処分量を減

少させるとともに飼料や肥料等の原材料として再生利

用するため、食品関連事業者ごとの再生利用等の実施

率目標や発生抑制目標値が設定されている。農林水

産省のまとめによる 2009 年度の食品循環資源の再生

利用等の実施率は、食品製造業者では 93%と大きい割

合である。しかし、流通経路の下流側すなわち食品卸

売業では  58 %、食品小売業では  36 %、外食産業では 

16 % と順に小さな割合となっている[1]。また、各家庭より

排出されるごみの約 30 % の重量を占める生ごみは、本

法律の対象ではないが、水分の含有率が 70 % を超えて

おり[2]、焼却時の低位発熱量を低下させる。そのため、

廃棄物の焼却による熱回収を一層進めるためには、生

ごみを分離して処理をするなどこれまでの単純焼却以

外の方法による中間処理(再生処理)が必要となる。一

部の自治体では、食品由来廃棄物を分別収集したの

ちの処理方法としてバイオエタノール化の実証実験[3]

やバイオガス化[4]などの手段が実施されている。 

また、家庭や学校では、小規模な発生量に対応し

たコンポスト化が実施されている[5-7]。コンポスト化で

は、食品由来廃棄物中のたんぱく質や炭水化物など

の高分子有機化合物を生物的にアミノ酸や糖などの

低分子化合物に分解し、植物の肥料に再生利用する
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ものである。その発酵の過程において腐熟が十分に進

んでいない場合には、中間代謝物であるフェノール類

などの有機酸による発芽阻害[8]や窒素飢餓による生

育阻害[9,10]が発生することが指摘されている。家庭

や学校で実施したコンポスト化による生成物を肥料とし

て利用するためには、こうした阻害が発生しないことが

求められる。 

動植物の残渣を用いて作成したコンポストを農地で

商業的に利用するため、発酵における腐熟度の判定

手段として、これまで臭気やアンモニアなどの化学物質

などを指標とした手法が提案されている[11-18]。これら

は、機器分析により厳密な濃度を分析することにより実

施されている。しかし、家庭や学校では、分析に必要な

機器を備えていないことが多いため、簡易的な代替指

標による測定方法が求められる。 

本調査では、有機態窒素の代謝物のひとつであるア

ンモニアが、好気的な条件で硝化反応の進行により硝

酸イオンとなることを腐熟の進行の目安とした。このため、

コンポスト中に含まれる硝酸イオンを、水溶液(検液)に

抽出するための単純な方法を検討した。また、その方

法を実際の段ボールコンポストに適用し、検液中の各

態窒素イオンの濃度とコンポスト雰囲気中のアンモニア

ガスの濃度を定期的に測定し、その経時的な変化を考

察した。 

Ⅱ 簡易的な検液の作成に関する検討 

固体試料中の各種イオンは水溶液(検液)に抽出した

のちに測定される。その方法として、環境庁告示  13 号

に基づく方法[19]と環境庁告示46号(土壌汚染対策法)

に基づく方法[20]などがある。いずれの場合も固液比を 

1:10 として  6 時間振盪により検液を作成する。しかし、

簡易的な代替指標による測定のためであれば目的のイ

オンが短時間で溶出できかつ、加える蒸留水の量を多

くしろ過時にフィルターが目詰まりをしない方法により検

液を作成する必要がある。 

検討に用いたコンポストは、11 月に調理くずを乾燥し

たものと一般的な土壌を混合し、6 か月程度経過したも

のであり一部発酵が進んでいるが十分に腐熟していな

いものを使用した。 

分析項目は、文献[11-18]を参考として、検液の pH、

電気伝導度  (EC)、酸化還元電位  (ORP)、硝酸性窒素

および亜硝酸性窒素濃度とした。これらの測定に用い

た機器は表 1 に示した通りである。1 回の測定につき、

同様の操作で 3 検体分析し、その平均および標準偏差

により結果を評価した。 

 

1) 固液比に関する検討  

固液比は、1:10 および 1:20、1:50、1:100 の 4 条件と

し、コンポストに蒸留水を加え溶出試験を行った。振盪

時間に関する検討は別途行うため、本検討では文献

[19, 20]の半分の時間である 3 時間とした。振盪終了後

ガラス繊維ろ紙(GS25)により吸引ろ過した。ただし、固

液比が 1:10 および 1:20 の場合は、ろ紙が目詰まりした

ため、あらかじめろ紙  No.1 で自然ろ過して得られたろ

液を吸引ろ過した。固液比が 1:50 および 1:100 の場合

は、そのまま吸引ろ過した。検液の分析結果を平均±

標準偏差の形式で表 2 に示す。なお、亜硝酸性窒素は

いずれの場合でも検出できなかった(<0.01mg L-1)ため

表示していない。固液比が  1:10 および  1:20 の場合に

は、ろ過に一昼夜を要した。また、硝酸性窒素について、

標準偏差と平均の比として表わされる標準誤差が、固

液比 1:50 では 0.15 であるが、固液比が 1:100 では 0.31 

と  2 倍であった。統計的には有意な差が見られていな

いが、バラツキが大きくなる可能性が懸念された。その

ため、固液比は 1:50 とした。 

 

表 1 測定に使用した機器 

測定項目 測定原理 メーカー 型番 

検液の pH ガラス電極 TOA HM-5S 

電気伝導度(EC) 電気伝導度計 TOA CM-30S 

酸化還元電位(ORP) ガラス電極 セントラル科学 UC-23 型 

硝酸性窒素，亜硝酸性窒素 イオンクロマトグラフ 東ソー IC-2001 

 

表 2 固液比に関する検討の結果 

(振盪時間は 3 時間) 

固液比 pH EC ORP 硝酸性窒素 

- mS cm-1 mV mg L-1 

1:10 6.0±0.0 3,670±79 122±1 2.02±0.05 

1:20 6.1±0.0 2,042±84 133±3 1.02±0.08 

1:50 6.0±0.1 1,061±2 144±2 0.53±0.08 

1:100 6.0±0.1 588±52 156±2 0.29±0.09 
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2) 振盪時間に関する検討  

以上の結果により固液比を  1:50 とし、振盪時間を  1 

分、10 分、30 分、1 時間、6 時間の 5 条件で溶出試験を

行った。検液の分析結果の平均値と標準誤差を表 3 に

示す( 3 時間の結果は、表 2 の数値である)。振盪時間が

長くなれば pH が大きくなる傾向にあるが、硝酸性窒素

の濃度に関しては、統計的にバラツキの範囲であること

が確認された。振盪時間は硝酸性窒素濃度に影響を

与えないため 1 分でも十分であると考えられた。しかし、

実験に対する時間的な余裕を考慮するため、振盪時間

を  2 分とした。これらの検討の結果、検液は、固液比 

1:50 で 2 分間の振盪による溶出試験により作成した（以

下、この条件で行う溶出試験を”簡易溶出試験”とす

る）。 

Ⅲ 窒素酸化物濃度の経時変化 

固液比の検討に用いた発酵が十分に進んでいない

と考えられるコンポストおよび別途一般的な土壌と米ぬ

かの 3 種類を 6 月上旬に混合し段ボールコンポストを作

成した。 

試料を作成後、おおむね一週間ごとに一部を簡易

溶出試験用の試験に分取し切返しを行った。切返し作

業では、空気との接触効率の向上を目的とし孔径 5 ミリ

メートルの篩を用いた篩分け作業とした。篩上に残った

塊は、通過する程度の粒径となるようにすりつぶした。

また、作成後 24 日目および 38 日目、81 日目に適当量

の水分を補給し乾燥を予防した。 

 

1) 測定項目と頻度 

このコンポストについて、温度データロガー  R-26 型

を用い て 5 分ごとに温度を記録した。温度の測定は 87 

日目 (8 月下旬)まで実施した。 

また、1 週間ごとに実施する切返しの直前に、コンポ

ストを作成している段ボール雰囲気内のアンモニア濃

度を検知管 (北川式ガス検知管アンモニア 105SD) によ

り測定した。また、切返し時に一部を取り出し、簡易溶

出試験を実施し、検液の pH および EC、硝酸および亜

硝酸性窒素濃度を測定した。さらにコンポストの水分お

よび熱灼減量も合わせて測定した。これらの測定は、

108 日目 (9 月下旬)まで 15 回実施した。 

 

2) 連続測定の結果 

（１）温度の変化  

コンポストの温度変化を図 1 に示す。図中×印は、切

表 3 振盪時間に関する検討の結果 

(固液比は 1:50) 

固液比 
pH EC ORP 硝酸性窒素 

- mS cm-1 mV mg L-1 

1 分 5.3±0.0 875±119 144± 2 0.64±0.14 

10 分 5.4±0.1 842±160 128± 7 0.42±0.16 

30 分 5.5±0.0 1,054±52 123± 1 0.62±0.09 

1 時間 5.8±0.1 966±137 108± 2 0.48±0.05 

3 時間 6.0±0.1 1,061±2 144± 2 0.53±0.08 

6 時間 6.4±0.2 997±61 105±23 0.48±0.11 

 

 

図 1 コンポストの温度変化 
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表 4 測定結果 

経過 

日数 

 
検液中の濃度 

 
固形分 

 段ボールの 

空間 

 
pH EC 

硝酸性 

窒素 

亜硝酸性 

窒素 

 
水分 

熱灼 

減量 

 
アンモニア 

日  -- mS cm-1 mg L-1 mg L-1  % %  ppm 

3  8.7 536  2.41 <0.01  27.5 18.0  
 

10  9.4 542  0.38 <0.01  22.2 19.6  >40 

16  9.2 468  1.48 <0.01  13.2 13.5  >40 

24  9.1 443  1.45 <0.01   8.9 14.3  >40 

31  9.3 547  0.70 <0.01  14.5 16.2   36 

38  9.3 441  0.58 <0.01  14.9 14.1   28 

46  9.4 466  0.09 <0.01  25.0 12.6   24 

52  9.4 440  0.48 <0.01  19.8 11.9   12 

60  8.9 482  1.38  2.54  17.0 12.6    8 

67  8.8 507  2.69  2.08  13.9 13.1    4 

73  8.7 452  3.43  0.48   7.8 11.3    2 

81  8.5 468  2.64 <0.01   6.3 11.1    2 

87  7.8 420  4.60  1.47  19.8 11.6   <1 

94  7.6 420 10.09  0.07  16.1 12.0   <1 

108  7.3 463 13.21  0.06   9.5 12.3   <1 

 水分が斜体となっているものは、切返し時に水を補給したことを示す。 

 

表 5 検液の pH と各態窒素の濃度 
指標物質 簡易検出方法 基準 

硝酸性窒素 パックテスト pH が 9 未満になれば増加する傾向にある 

亜硝酸性窒素 パックテスト 
pH が 9 未満になれば検出されるが 

硝酸に酸化されれば濃度は小さくなる 

アンモニア 検知管 pH が 8 未満で検出されなくなる 

検液は、固液比 1:50 で 2 分間の振盪により作成する 

検液の pH は万能 pH 試験紙で測定可能である 

 

返しおよび簡易溶出試験を行った日を示す。23 日目ま

での切返しでは、温度上昇が見られた。しかし、30 日目

以降は、気温の推移によるもののみであり切返しによる

温度上昇は確認できなかった。なお、本実験で使用し

たコンポストは、一部発酵が進んでいたものであり、温

度上昇の幅は小さくなっていた。 

（２）各種指標物質の変化  

各種指標物質の測定結果を表 4 に示す。また、検液

の pH と切返し前に測定したコンポストを作成している段

ボール雰囲気内のアンモニアガス濃度および検液中の

硝酸性窒素濃度の変化を図 2 に示す。溶出液の pH は、

52 日目以前は 9.0 以上であったが、60～81 日目は 8.5

 

図 2 溶出液の pH(○)と硝酸性窒素(左，×)およびアンモニア(右，△)濃度の経時変化 
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～9.0 の範囲、87 日目以降は 8.0 以下であった。アンモ

ニアガスは、24 日目までは、40ppm 超(測定不能)であ

ったが、31 日目以降は減少する傾向にあり、87 日目以

降は  1ppm 未満(測定不能)となった。溶出液中の硝酸

性窒素は、60 日目以前は、2.5mg L-1
 以下で推移して

いたが、67 日目以降は上昇する傾向にあった。なお、

図には示していないが、60～87 日目の測定では、亜硝

酸性窒素も  0.1～2.5mg L-1
 の範囲で検出されていた。

この実験結果は、 

 1) タンパク質の分解によりアンモニアが発生する。こ

のアンモニアのうちコンポストに保持されるものも

あるが、塩基性であればコンポストから拡散する。 

 2) 1)によって発生したアンモニアは、好気的な条件

では亜硝酸から硝酸に順次酸化される。 

3) 硝酸への酸化により、コンポストの pH が低下する。

pH の低下によりアンモニアガスの発生および拡

散が抑制される。 

と考えられる。 

つまり、コンポスト中の各種形態別窒素の濃度は、表

5 に示したように pH とともに変化することから、pH を指

標と考えることができる。また、今回の検討では、機器

分析のみで測定したが、簡易的には表 5 中列の測定方

法を用いて、経時変化の傾向を判断することができる。

また、ECは、400～550 mS cm-1
 程度で推移しており、pH

などとの関係は見られなかった。 

Ⅳ まとめ 

調理くず等を用いて作成した段ボールコンポストに

ついて、腐熟度の目安とされる各態窒素の濃度の簡易

的な検液の作成方法および経時変化と pH の関係を測

定した結果、以下のことを明らかにした。 

・ 各態窒素測定のための検液は、固液比 1:50 で 2 分

間の振盪による簡易溶出試験により作成することが

可能である。 

・ 簡易溶出試験の結果、硝酸性窒素は、検液の pH に

関係なく検出される。 

・ 簡易溶出試験の結果、亜硝酸性窒素は、検液の pH 

が 9 未満になれば検出される。その後、硝酸性窒素

に酸化されることにより検出されなくなり、硝酸性窒素

の濃度は上昇する傾向にあった。 

・ 段ボールコンポスト雰囲気中のアンモニアガスが不

検出 (1ppm 未満)となるのは、簡易溶出試験で作成

した検液の pH が 8 未満の条件である。 

・ 簡易溶出試験による検液の pH または硝酸性窒素を

定期的に測定し、その変化により腐熟度の目安とす

ることが可能となる。 
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